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研究成果の概要（和文）：最近、老舗を研究対象とした経営に関する研究が頓に増えている。長

引く不況による倒産企業の増大を背景として、長期的な存続ないしは永続を可能とさせる経営

の在り方に関心が高まっているからである。とはいえ老舗研究の多くは、老舗だけを研究対象

とした事例研究に基づいて、そこから経営のエッセンを導き出している。そのため、導き出さ

れた仮説が老舗全般に妥当する一般的なものなのであるのか、また老舗に特有の特質を示して

いるのか、それとも老舗以外の企業にも妥当するのかを判定できないものとなっている。 

本稿は、こうした研究方法論上の限界を克服することを目的として、老舗経営の特質の一般理

論化を試みる。事例研究に基づいて導き出された仮説を、老舗と非老舗の両者を対象とした質

問票調査を実施することにより検証することで、老舗経営全般に妥当する永続経営の理論を構

築することを試みている。 

 

研究成果の概要（英文）：Researches on so called shinise or long-lived companies are 

increasing. Because of long recession from the end of the last century we have a lot of 

bankruptcy, which attracts interests in revealing the secrets of management of the 

long-lived companies. However many of those researches draw hypotheses from case 

studies that focusing only long-lived companies. Therefore it is almost difficult to judge 

whether they are valid or not, in the sense that it lacks enough numbers of samples and 

that they may be valid not only long-lived but also non long-lived ones. 

The paper tries to overcome these limits of researches by using a questionnaire survey that 

focuses on both long-lived and non long-lived companies. It theorizes management 

characteristics of the Japanese long-lived companies from a perspective of sustainable 

competencies. 
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１．研究開始当初の背景 

経営戦略論の流れには、大きく分けて市場

と の 関 連 性 を 理 論 化 す る ポ ー タ ー

（M.Porter）を中心としたポジショニング・

アプローチと、自社が持つ経営資源の活用を

理論化するバーニー（J. Barney）を中心と

する経営資源ベース（Resource Based View）

とがある。歴史的に見ると、後者の研究は前

者の市場決定論的な理論に対するアンチテ

ーゼとして、企業の経営資源の多様性や異質

性に注目して、同じ市場構造の下でも、独自

な戦略展開があり得、その理論化の重要性を

説くものであると考えうる。 

後者の理論の中核的な概念の一つに持続

的競争力がある。VRIO（Valuable、Rarity、

Imitability、Organization）モデルと呼ばれ

る理論的フレームワークに基づいて、経営資

源の活用によって、長期的な競争力を構築で

きると考える。とは言え、こうした長期的な

競争力がどのように構築させるかについて

は、まだ理論化がそれほどは進んでいない状

態である。本研究は、こうした長期持続的な

競争力の構築に関する理論化を試みるもの

である。 

長期的に存続している長期存続企業、いわ

ゆる老舗を研究対象として、老舗経営のエッ

センスを明らかにすることを通して、持続的

競争力構築のマネジメントを明らかにしよ

うとするものである。 

 

 

２．研究の目的 

我が国は老舗企業が多く存在することか

ら、老舗企業に関する研究は多くなされてき

た。しかし、経営戦略論の経営資源に基づく

視点を明確に掲げて、経営資源アプローチに

依拠する研究は数尐ない。さらに、従来の老

舗研究は尐数の事例研究に基づいて、そこか

ら導き出される仮説を、あたかも検証された

仮説であるかのように位置づけて理論を展

開しているものが多い。しかもそうした仮説

は、老舗企業のみを調査対象としていて、老

舗と非老舗との比較を通して老舗の特徴を

明確にしたものはほとんどない。 

本研究は、こうした問題意識に基づいて、

次のような研究目的を掲げた。 

 既存の経営資源に基づく経営戦略論の理

論をサーベイして、その理論を整理する。 

 既存の長期存続企業に関する理論をサー

ベイして、長期存続企業の経営に関する理

論を整理する。 

 上記の理論に基づいて、基本的な理論的フ

レームワークを構築して、それに基づいて、

日本の老舗企業の事例研究を実施する。 

 事例研究に基づき作業仮説を導きだし、そ

れを、老舗及び非老舗を対象とした比較を

通して検証する。 

 これによって、持続的競争力を構築するマ

ネジメントに関する経営戦略論の一般化

を試みる。 

 

３．研究の方法 

実証研究では、事例研究と郵送法による質

問票調査の両方を実施する。これによって、

仮説の構築と仮説の検証を行う。 

より具体的には、東京都商工会議所中央支

部の協力を得て、そこに本社を置く老舗企業

と非老舗企業を調査対象とする。帝国データ

バンクによる全国的な調査では、東京中央区

は多くの老舗企業を擁していて、多種の業種

の老舗企業を対象とした調査を実施するに

は適している。さらに、老舗以外の企業も多

く存在することから、老舗企業と非老舗企業

とを比較するにも最適であると考えうる。 

研究は、次のステップで進める。 

・第１ステップ：事例研究 

代表的な老舗企業の経営者を対象と

して、インテンシヴなインタビュー調

査を実施して、老舗経営に関する作業

仮説を定立する。 

・第２ステップ：質問票調査 

老舗と非老舗に対して、作業仮説に基

づいた同じ質問票を配布して、老舗と

非老舗の経営の相違を明らかにする。 

・第３ステップ：持続的競争力に関する理

論の一般化 

質問票調査によるデータに基づいて、

持続的競争力に関する理論の体系化

を試みる。 

 



４．研究成果 

(1)理論的フレームワーク 

事例研究から、次のような理論的なフレー

ムワークを導き出した。 

企業が長期的に存在しうるのは、他社とは

異なる企業個性をもち、それが顧客ないしは

市場から認められ受容されてきたからであ

る。したがって、持続的競争力構築の基盤に

は「企業個性形成のマネジメント」が存在す

る。換言すれば、企業個性を構築するために

持てる経営資源を組織的に活用し、蓄積して

いることで差別化された希尐で、模倣困難な

経営資源を生み出していると言える。 

こうした企業個性は「競争力構築のマネジ

メント」によってビジネスの仕組みへと落と

し込まれる。企業個性は、それが競争力を生

み出すためのさまざまな企業活動へと具現

化されてはじめて意味を持つからである。 

さらには、そうしたビジネスの展開は、顧

客が求める価値を提供できるものでなけれ

ばならない。「付加価値構築のマネジメント」

ももう一つの構成要素となる。しかも、競争

力と付加価値の構築は、企業組織の中で働く

人的資源によって達成される。「人材育成の

マネジメント」も不可欠な要素となる。 

最後は、「社会関係構築のマネジメント」

である。企業は単独で存在することはできな

い。近年、企業の社会的責任が声高に叫ばれ

るが、老舗企業は昔から地域コミュニティと

の関係を重視してきた。コミュニティに受け

入れられない企業は、それを越えた広い社会

からも受容されない。こうした社会的な関係

を構築してきたことが、社会との共生を可能

にさせたのである。 

 

(2)老舗経営の特徴 

理論的フレームワークに基づいて、質問票

を作成し、老舗及び非老舗企業合計 7,000 社

を対象とした質問票調査を実施した。回答は

1,332 社（老舗 143 社、非老舗 1,189 社）で

あった。老舗と非老舗の間での平均値の比較

分析から、次のような老舗企業の経営特質が

確認された。 

・企業個性形成のマネジメント 

家訓などに見られる経営理念の存在は老

舗企業の特徴としてあげられる。しかし、経

営理念の存在そのものは非老舗企業と優位

な差を示していない。理念の存在ではなく、

理論の活用にこそ老舗の特徴がある。経営理

念で事業範囲を特定することや、自社の商品

やサービスを規定すること、経営者や従業員

の行動規範を定めることは老舗も非老舗も

行っていて、違いがない。しかし、老舗の経

営理念には仕入先や顧客との関係を規定し

たり、生産や販売の中核的な技術を明記した

りしているものが多く、これが相違を生み出

している。 

経営理念の活用では、すべての指標におい

て老舗企業は非老舗企業よりも有意な差を

示していた。つまり、老舗は単に経営理念を

掲げているだけではなく、それを積極的に経

営に活用しているし、それを将来に継承しよ

うとしている。こうした経営理念に基づいた

企業行動にこそ、老舗企業の特徴が見出され

る。 

経営方針では、自社が培ってきた暖簾(ブ

ランド)に大きな価値を求めている。暖簾と

矛盾しない商品や店づくりにこだわり、それ

を生み出している生産・販売技術の強化にも

配慮している。 

・競争力構築のマネジメント 

強みの構築に関しては、商品やサービスの

微妙な相違に大きなこだわりをもっている。

細部に至るまで自社らしさを出そうとする

ことで、他社との違いを生み出している。そ

の際、重要となるのは素材・原材料に関する

ノウハウである。素材を活かした商品やサー

ビスを提供することで商品の付加価値を高

めるという方法論を確立している。しかも、

販売の際には、自社の歴史が培ってきたノウ

ハウを物語として、商品とともに伝える工夫

に長けている。これもまた高付加価値を生み

出している。 

競争力の構築では、業務改善や企業変革も

欠かせない。老舗経営は伝統と革新と言われ

る。データからは、商品やサービス、素材や

原材料、そして生産や販売の方法において変

えてはならないものを明記しているのは、老

舗に多かった。つまり伝統として何を守らな

ければならないのかを明示していることが

理解できる。さらに、変革にあたっては、急

激な変化を導入するのではなく、緩やかに変

革を実現するという漸進的変革論を持って

いることも有意な相違であった。 

・価値連鎖構築のマネジメント 

価値連鎖は自社内だけでは構築できない

し、それだと強力なものは構築できない。む

しろ社外との連携を通して価値連鎖を創り



上げていくことが求められる。価値づくりで

は、顧客との関係づくりが重要となる。老舗

が顧客との関係を構築するときには、まずは

自社が提供する商品やサービスが最良の状

態で消費されることに注意を配っている。消

費の演出である。そのためには、購入者の消

費行動を深く知ることが求められることに

なり、したがって顧客との関係を深める工夫

が必須となる。これと連動して、自社から積

極的に商品や会社にまつわる物語を伝える

努力を怠らないことが特徴となる。しかも、

顧客との深い関係では、むしろ顧客から学ぶ

ことの重要性も認識している。学習の輪づく

りを顧客とともに創り上げていることが、顧

客の愛顧を引き出すことにつながっている。 

すでに明らかになったように、老舗は原材

料に関するノウハウを競争力の源としてい

る。そのため、仕入先との関係づくりにも特

徴を持っている。非老舗と比較すると、仕入

先との情報交換により力を注いでいる。生産

や販売に関する情報、商品やサービスに関す

る情報、さらには市場や顧客に関する情報に

関しても情報交換を怠っていない。ともに老

舗の顧客に対して協力する態勢を整えてい

るのである。この連携に基づいて、自社が提

供する価値を高めているのである。 

・人材育成のマネジメント 

人材育成に関しては、従業員教育と後継者

育成とが中核となる。従業員育成に関しては、

老舗は非老舗と大きな相違を示していない。

ただし、老舗はその歴史の古さから、またそ

の歴史の重要さから、より積極的に自社の歴

史や伝統を従業員に伝えている。 

対照的に、後継者育成では老舗の特徴が現

れている。すべての質問項目において、老舗

は非老舗よりも有意な相違を表している。つ

まり、後継者選抜の原則をもち、後継者育成

を全社的に支援する態勢を持っている。また、

後継者には入社前の社外経験を積ませ、入社

後に体系的に現場から育成するキャリアパ

スを用意している。しかも、守るべき伝統を

伝え、自立的に考えるように極力口を出さな

いことに心掛けることもしている。 

長期存続する企業にとって事業の継承は、

志の継承と並んで人の継承に基づくことが

認識されているし、それを具体的な後継者育

成の仕組みへと落とし込んでいるのである。 

・社会関係構築のマネジメント 

社外の社会との関係づくりにも老舗の特

徴が顕著に表れている。その一つは社外人脈

づくりである。業界団体への積極的な参加を

通して、業界の壁、世代の壁を乗り越えて学

び合う学習の輪を広げている。また、自社が

拠って立つ地域社会の価値を認識して、その

価値向上に積極的に参加している。地域価値

の向上を自社のブランド価値に連動させる

といった思考は、長い歴史をもつ老舗が、そ

の歴史を地域社会と共に培ってきたことを

表している。 

 

(3)持続的競争力構築に関する一般理論 

老舗を調査対象として導き出された一連

の作業仮説は、非老舗企業との比較を通して

検証された。それは従来仮説的な理論として

主張されてきたものの幾つかを支持するが、

他方で支持しないものも明らかになってき

た。このデータに基づいて、持続的競争力の

構築の一般理論に向けてさらに精緻化する

ことが、今後の研究課題である。 
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